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1.は じ め に
最近においてわが国の金融機関が抱 える不良債権問題は,昭 和初期の金
融恐慌に匹敵す るような深刻 なものであり,そ のため金融機関の与信行動
は著 しく制約され,ひ いては実態経済活動 をも含めて 日本経済全体 に大 き
なマイナス効果 を与えている。したがって,当 面の不良債権問題に対 して,
その早急な解決策の提示が望 まれることについては,大 方の異論はあるま
い。 しか し,東 京共同銀行の設立へ と繋がった東京協和,安 全の2信 用組
本稿 は,1995年 度金融学会秋季大会(於 いて神戸大学)に おける報告ペーパー
である。討論者の地主敏樹神戸大学教授か らは丁寧なコメン トをいただいた こと
に感謝する。なお,本 研究 に対 しては,全 国銀行学術研究振興 財団よ り助成金
(1994年 度)を いただいた ことを記 して,感 謝 しておきたい。
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合の問題にしろ,ま た都市銀行 ・地方銀行などと農林系統金融機関の間で
議論が紛糾 している住宅専門金融機関の問題にせよ,一 旦,個 別の破綻金
融機関の処理手続 きに関する議論に入ってしまうと,そ こではとか く関係
者の利害調整が前面に押し出される結果,わ が国にとって望 ましい金融シ
ステム とは何か,そ して,そ のためには何 をすればよいのか,と いう基本
的な(そ して,も っとも大切な)問 題は,必 ず しも十分 に議論 されないま
まに放置されて(あ るいは意図的に無視 されて)し まいがちである。
本稿 では,以 上のような問題意識の もとに,わ が国におけるプルーデン
ス政策の在 り方について基本的な考 え方 を整理するとともに,将 来におけ
る金融規制 ・監督の体制についての方向性 を確認することを狙 いとしてい
る。
本稿 における主要な論点をあらか じめ列挙 しておけば,以 下の通 りであ
る。
(1)プ ルーデンス政策の 目的は,い うまでもな く金融システムの健全性・
安定性 を確保することであるが,そ うした目的を達成す るためには,
何 よ りもまず市場規律(marketdiscipline)が 十分に働 くような環境
を整備 しなければならない。従来のわが国の金融行政は,様 々な競争
制限的規制の下で,金 融機関を保護 し,破 綻 させないことを主眼とし
て きたが,そ うした過保護行政によって過度の リスクをとる放漫 な金
融機関や,逆 に リスク ・テーキングに対 して過度に臆病 な金融機関を
温存することは,決 して望 ましい事 ではない。言い換 えれば,プ ルー
デ ンス政策の目的は,金 融機関の破綻をゼロにすることではないので
ある。
(2)金 融システムの健全性 ・安定性を市場規律のみで達成す ることはで
きず,そ うした市場の失敗 を補完するために金融の規制・監督(regulation
andsupervision)が 求められることになる。そこでまず,だ れが,ど
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のようにして金融の規制 ・監督に当たればよいのかとい う問題を考 え
る必要がある。わが国では現在,大 蔵省,日 本銀行,お よび預金保険
機構 などが,そ うした規制 ・監督の主体 として挙げられ るが,プ ルー
デンス政策が,そ の本来の機能 を十分 に発揮 しうるように,そ して狭
義のマ クロ金融政策 と矛盾をきたさないように,各 主体間での分業体
制を見直す必要があろう。ここでは一つの試論 として,新 たな金融シ
ステムの規制 ・監督体制 を構想 してみる。
(3)金 融機関の行動が節度(prudence)を もったもの となるようにする
ためには,金 融機関の経営内容に関す る情報が,も っと公開される必
要がある。市場規律を中心 としたプルーデンス政策を機能させ るため
には,金 融機関の株主や預金者 などが,金 融機関の経営の実態を知っ
て,各 金融機関を選別するようになることが,不 可欠の条件だからで
ある。 こうした観点からすれば,金 融機関のオンバランス,オ フバラ
ンスを統合 した資産 ・負債の時価評価に関する情報をできるだけ増や
す とともに,時 価主義会計の適用範囲を拡大することにより,金 融機
関の自己資本の状況 をできるだけ正確に把握できるようにす ることが
求められ る。
(4)も しある金融機関が経営困難な状況に陥ったならば,そ の金融機関
をできるだけ早 く処理するための客観的なルールが必要 である。そう
した金融機関を放置するならば,ギ ャンブル的な行動によ り不良資産
をいたずらに膨 らます危険性が高いことは,国 内海外のいずれにおい
て も,こ れまでに見られた幾つかの破綻事例か ら明らかであろう。現
在わが国においては,金 融機関の破綻処理に関す る統一的なルールが
存在せず,ケ ースごとに大蔵省 を中心 としたア ド・ホックな対応がな
されているが,個 々の利害関係者の対立により,破 綻処理がいたずら
に長引 く嫌いがある。明確 な破綻処理のルール を作 り,そ れにそ くし
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て早めの対応を取 ることが,金 融システムの健全性 ・安定性 を回復す
るために必要なのである。
2.プ ルーデ ンス政策の基本的な考 え方
プルーデンス政策(prudentialpolicy)と は,金 融システムの健全性 ・
安定性を維持す ることを目的 とした政策 と定義 され る。ここで,金 融シス
テム(financialsystem)と は,狭 義には金融に関する法律や規制(さ らに
は慣行)の 体系 を指 し,そ うした体系の下で,ど の ような金融機関が存在
す るのか,ま たどのような金融商品が取引 されているのか を内容 としてい
るが,よ り広義には,各 々の金融機関がどのような行動 をしているのか,
また各々の金融商品の市場において,ど のようなメカニズムで金利や価格
が決定されているのか,と いった問題 も含むことになる。また,金 融の基
本的な機能にそくしてみれば,金 融システムとは,金 融仲介システム,信
用創造 システム,決 済システムを包含する幅広い概念 というこ とになる。
さて,以 上のように定義 した金融システムの健全性 ・安定性 を維持す る
ためには,ど うずればよいのであろうか。やや教科書的ではあるが,基 本
的な考 え方 を整理すれば,次 のようになろう(黒 田 〔6〕)
(1)金 融機関の役割
まず,金 融システムを構成する個々の金融機関の役割か ら考 えてみよう。
金融取引が,現 在 と将来にわたる異時点間での資金の取引であ り,将 来に
関す る不確実性が避けられないものである以上,金 融取引は必ずそ うした
不確実性によるりスクを伴 うことになる。すなわち,資 金の貸 し手は,借
り手が将来において資金の支払い不能状態に陥 るとか,あ るいは支払い能
力が本当はあるに も拘 らず約束通 りに資金を返済してくれないかもしれな
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いというリスクに直面す るのである。
したが って,金 融取引が円滑に行われるようにす るためには,そ うした
将来の不確実性によるリスクに対処するための手立てが必要 となる。例 え
ば,借 り手の支払い能力についての情報を収集 ・分析することや,ま た資
金の借入後において,借 り手に約束した返済条件を忠実に守 らせ るように
監視(モ ニタリング)す るこ とが必要であ'る。そ して,こ うした情報の生
産活動 を行 うための費用が,取 引コス トの主要な部分 を構成するところに,
一般の商品やサービスと対比 しての金融商品 ・サービスの特徴があるとい
えよう。
金融機関は,資 金の貸 し手 と借 り手の間に立って,金 融取引の媒介ない
しは仲介 を行 うが,そ の主たる役割は,金 融取引のコス トを軽減 し,そ れ
によって金融取引の円滑化 を図るところにある。すなわち,金 融市場にお
いて個々の貸 し手と借 り手が直接に資金の取引を行 う場合に比べて,金 融
機関が間に立った場合の方が,金 融取引の コス トを低下 させ うるのである。
これは,専 門的な組織 としての金融機関が,借 り手に関す る情報の生産に
特化することによって,情報生産に関する「規模の利益(economiesofscale)」
や 「範囲の利益(economiesofscope)」 を実現 しうると考えられ るからで
ある。また,そ うした金融取引の媒介者ない しは仲介者 としての金融機関
が存在す るな らば,金 融市場において個々の貸 し手 と借 り手が取引の相手
方をお互いに探 し合 う場合 と比べて,取 引に必要な探索 コス ト(searchcost)
を節約できることはい うまで もないであろう。
情報生産の専門家 としての金融機関は,同 時に金融取引に伴 うリスクを
自ら負担す る機能 を果 たしている。金融取引に関するガーレイ=シ ョー(J.
G.GurleyandES.Shaw)の古典的な枠組みによれば,銀 行 を典型 とす
る金融仲介機関(financialintermediaries)は,「 間接金融」の担い手 と
して,相 対的に リスクが高 くて流動性の低 い本源的証券 を,相 対的にリス
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クが低 くて流動性の高い間接的証券 に転換す るとい う意味での資産変換
(assettransformation)の 機能 を果たす。従って,資 金の最終的な貸 し手
の リスク負担は,金 融仲介機関が資産変換 という形で自らリスクを負担す
ることによって軽減 されるのである。一方,「 直接金融」の担い手としての
証券会社 は.,金 融仲介機関のような資産変換機能は果たさないが,例 えば
証券の引受け(underwriting)と い う形での リスク負担 を行 うのである。
以上で説明したような金融機関の基本的な役割 をまとめると,そ れはグ
リー ンスパン米国連邦準備制度理事会議長が度々強調するように,金 融取
引に伴 う 「リスクの測定,引 受け,管 理」の機能 を果たすことであると言
い換えられよう(黒 田 〔7〕)。金融機関が,そ うした基本的な機能 を十分
に果たすことによって,実 体経済が順調に成長す るために必要な投資活動
を行 う借 り手に向けて,貯 蓄主体である貸 し手の資金が円滑に結び付け ら
れることになる。つ まり,順 調な実体経済活動にとって不可欠な リスク ・
テーキングが,経 済全体 として十分 に行われるようにす ることこそが,金
融機関の本来的な役割 なのである。
(2>市 場規律の働 く環境
金融 システムの健全性 ・安定性 を維持するためには,何 よりもまず個々
の金融機関が,そ の本来の役割である リスク ・テーキングを適切に行 いな
がら,収益の極大化 を図れるような市場環境 を整備することが大切である。
具体的には,① 金融市場における各種の金利が 自由に変動 し,さ まざまな
金融商品の開発が 自由に行 われ ること,② 金融機関の取 るリスクとそれに
対す るリター ン(報 酬)と が 自由な市場メカニズムの中で決定 されること,
が求め られる。そうした市場環境の下で,順 調な経済発展に とって不可欠
なリスク ・テーキングおよび リスク管理 を適切に行 いうる金融機関は,そ
れに相応 しい収益 を確保できる一方,過 度の リスクを取 りリスク管理に失
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敗する金融機関や,逆 に リスクを取 ることに対 して極端に臆病な金融機関
は,自 由な市場のメカニズムにより選別 ・淘汰されてい くのである。これ
が,金 融機関に対 して市場規律(marketdiscipline)の 働 く環境について
の基本的な考え方である。
プルーデンス政策を運営するに当たっての基本的な背景を,上 記の よう
な意味での市場規律の働 く環境に求めるならば,当 然のことなが ら金融機
関の破綻はゼロではな くなるはずである。従来のわが国では,後 述す るよ
うに大蔵省によるいわゆる 「護送船団方式」の金融行政の下で,金 融機関
を破綻させないことが,即 「信用秩序の維持」であると考えられてきたよ
うに窺 われる。 しか し,そ うした 「護送船団方式」の下では,も し市場規
律の働 く環境が整備 されていたならば,当 然選別 ・淘汰 されていたであろ
う非効率な金融機関も存続 を許されていたという意味で,少 なくとも金融
システムの健全性は達成されていなかった。 また,1980年 代後半のバブル
期においては,数 多くの金融機関によって膨大な不動産関連融資が行われ,
それが今 日の不良資産問題 を引 き起 こしたのは,金 融機関は破綻 しないと
い う 「神話」 を前提 として,金 融機関が過度の リスク ・テーキングを行 っ
たことの帰結 とみることができようω。したがって,今 後におけるプルーデ
ンス政策の在 り方を考える場合,「 信用秩序の維持」のために金融機関の破
綻 をどの ようにして回避するのか といった従来のような問題の建 て方では
な く,逆 に,非 効率な金融機関や過度の リスク ・テーキングの結果 として
経営危機に陥っている金融機関をどのように して円滑に処理 してい くのか
という問題の建て方こそが必要 なのである。
さて,金 融機関の破綻がゼロという前提条件が崩れるとき,金 融システ
ムの安定性にどのような悪影響が及ぶのであろうか。ここで大切なポイン
トは,金 融機関(正 確 には金融仲介機関)の 多 くが提供する間接証券は,
元本の保証された引き出し自由な要求払い預金 という形態をとり,そ れが
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企業や家計 などにとっての支払い決済手段 として広範に用いられているこ
とである(も ちろん,定 期性預金の場合には,一 定期間経過後の引き出し
であ り,そ れ以前の引き出しは中途解約 として低金利が適用され ることに
なる)②。 したがって,ま ず第1に,預 金 を提供する金融機関は,も しその
金融機関の経営状態に関して預金者が何等かの懸念を抱いたならば,常 に
預金引き出 しの危険に晒されていることになる。 ここて預 金者は,金 融機
関の経営が本当に懸念すべき状態なのか どうかに関して大 きな情報収集 コ
ス トを支払って調べるよりは,直 ちに預金 を引き出した方が合理的だか ら
である。第2に,決 済システム ・ネットワー クの構成員 としてのある金融
機関の経営破綻は,他 の金融機関の連鎖的な破綻 を招 き,そ れにより決済
システム全体に対す る預金者の信認(credibility)が 損なわれる場合には,
決済 システムの機能停止を招 くおそれがある。決済システムの機能停止は,
ひいては金融仲介機能の停止にまでつなが り,金 融システムの崩壊へ とつ
なが る危険性 を有 している。
以上のような問題は市場に任せておいたのでは解決の難 しい問題であり,
そ うした 「市場の失敗」 を補 うためには,金 融当局によるさまざまな金融
規制 ・監督が求められ ることになる。すなわち,プ ルーデンス政策の基本
的な背景 として市場規律の働 く環境 を求める場合 にも,決 して市場 は万能
ではなくて,金 融 システムの健全性 ・安定性 を維持す るためには,市 場メ
カニズムを補完す る手段 としての金融規制 ・監督が必要なのである。ただ
し,そ の内容 は,従 来のわが国で採用 されてきた 「護送船団行政」 とその
下での広範な競争制限的規制 とは,全 く違 ったものでなければならない。
以下では,わ が国の金融規制 ・監督体制について現状を整理するととも
に,市 場規律に基づ くプルーデンス政策へ と移行する場合に,ど の ような
変革が必要なのかについて検討 してみる。
8(8)
プルーデンス政策の在 り方
3.金 融規制 ・監督 の現状 と改革の方向性
(1)金 融規制 ・監督の主体
わが国の金融規制 ・監督の主体 としては,周 知の通 り大蔵省が圧倒的な
力を有 している。現在の 「大蔵省設置法」 では,大 蔵省が責任を負う行政
事務 として,① 国の財務,② 通貨,③ 金融,④ 外国為替,⑤ 証券取引,⑥
造幣事業,⑦ 印刷事業,の7つ が掲げ られている。現在の大蔵省の本省に
は,'大 臣官房のほか,主 計,主 税,関 税,理 財,証 券,銀 行,国 際金融の
7内 部部局 と,造 幣局,印 刷局の特別機関や財政金融研究所等の諸施設機
関が置かれてお り,地 方支分部局 として,9財 務局,8税 関などが置かれ
ている。また,外 局 としては,国 税局がある。
以上のような大蔵省の組織の うち金融規制 ・監督当局(い わゆる金融行
政当局)と しての役割 を果たしているのが,銀 行局,証 券局,国 際金融局
の3局 である。すなわち,銀 行局は,都 市銀行,長 期信用銀行,信 託銀行,
地方銀行 といったわが国の主要な銀行に対する主務官庁 として監督権限 を
有 しているほか,第 二地方銀行,信 用金庫に対する監督権 限も有している。
このほか,保 険会社 も銀行局保険部の監督下に置かれている。大蔵財務協
会 〔2〕によれば,「 金融機関は,す べて銀行法その他の特別の法律によっ
て規制 され,一 般の会社 と異なってその設立に免許を必要 とする等,銀 行
局の監督の下におかれている。監督は,経 理一般の問題のほか,金 利,資
金運用等広範囲にわたっている。」とされるのである。次に,証 券局は,「証
券取引法」に基づ いて証券取引所や証券業者に対する免許 ・監督権限を有
しているほか,証 券市場に対する市場行政 も行 っている。 さらに,国 際金
融局は,「外国為替法および外国貿易管理法」に基づ いて海外 との資本取引
全般 を監督 してお り,外 国為替,国 際金融業務に関連する金融機関は国際
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金融局の監督対象 とされ ることになる。なお,こ のほかにも,大 臣官房金
融検査部が,金 融機関の経営内容 の検査に当たっているほか,証 券取引等
監視委員会が,証 券取引の監視に当たっている。
このように大蔵省 は,わ が国の金融機関のほどん どに対する規制 ・監督
の主体 と位置付けられるのであるが,例 外は,各 部道府県の監督下に置か
れている信用組合である。また,労 働金庫,農 協 ・漁協などの農林系統金
融機関については,そ れぞれ労働省,農 林水産省 と大蔵省 との共管となっ
ていることに も,注 意 してお く必要があろう(3)。
次に,中 央銀行 としての日本銀行 も金融規制 ・監督体制の一翼 を担って
いる。 日本銀行は,自 らの目標 として 「通貨価値の安定 と信用制度の保持
育成」の2つ を上げているが,こ のうち前者は,財 政政策 とともに一般的
な経済政策 として取 り扱われる狭義の金融政策が 「物価の安定」を目標 と
していることを,一 方で後者 は,す でに解説 したプルーデンス政策が 「金
融システムの健全性 ・安定性」を目標 としていることを,そ れぞれ意味 し
ている。 この うちプルーデンス政策 として,日 本銀行が具体的に行 ってい
ることは,① 取引先の金融機関の経営内容 をチェックするための考査(考
査局が担当),② 日銀ネ ットを中心 とした決済 システムの運営管理(信 用機
構局 と電算情報局が担当),③ 個別の金融機関の破綻が決済システム全体の
危機へ と発展するのを回避す るための「最後の貸 し手(lenderofIastresort」
機能の発揮(信 用機構局 と営業局が担当),の3つ である。なお,日 本銀行
は,現 行の 「日本銀行法」の下では,大 蔵省銀行局の監督下に置かれてお
り,狭 義の金融政策に関する 「事実上の独立性」論議の当否はさておいて,
プルーデンス政策の運営に当たっては,例 えば破綻金融機関の処理などに
関 して,大 蔵省 による強い影響力の下にあると考えてお く必要があろう。
最:後に,預 金保険機構は,1971年 に設立された強制加入の制度であ り,
都市銀行,長 期信用銀行から信用組合,労 働金庫にわたる大半の金融機関
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を対象 としている(4}。預金保険機構の資本金4.55億 円については,政 府,日
本銀行が各1.5億 円を出資 し,残 りのL55億 円は民間出資による。理事長
は,日 本銀行副総裁が兼務 し,事 務局は 日本銀行本店内に置かれている。
預金保険機構 は,加 入金融機関の経営が破綻 した際に,破 綻金融機関の1
預金者当た り1000万 円までの預金払い戻 し(payoff)を 行 ったり,破 綻金
融機関の合併,譲 り受け,株 式取得などを行 う救済金融機関に対す る資金
援助 を行 った りしている。また,こ のために必要な資金として,加 入金融
機関より年当たり対象預金の0.012%に 当たる金額 を預金保険料 として徴収
し,こ れを責任準備残高 として積み立てている(1995年3月 末の責任準備
残高は,8760億 円)。このほか,資 金が不足 したときには,日 本銀行 より5000
億円までの借入が可能である。 なお,預 金保険機構は,実 際上,大 蔵省 と
日本銀行の手により管理されているとい うことができよう。
② 金融規制 ・監督の現状
わが国における従来の金融規制 ・監督は,① 金融機関の業務範囲に関す
る規制,② 金利に関する規制,③ 国内と海外の金融市場を分断する規制な
どのさまざまな競争制限的規制によって特徴付け られてきた。 しか し,そ
うした競争制 限的規制の多 くは,1970年 代後半以降におけ るいわめる金融
の 自由化 ・国際化の中で,次 第に撤廃 されてきた。
まず,従 来 のわが国では,金 融機関の業務分野が,銀 行,証 券,信 託,
保険など幾つかに細分化されてお り,そ うした業態毎の垣根 を設け ること
によって競争を制限して きた。 しか し,1970年 代後半以降,金 融革新が進
行す る下で,長 短金融の分離,銀 行 ・信託の分離,銀 行 ・証券の分離など
の垣根が段階的に低 くされてきた。 また,1991年6月 の金融制度調査会報
告書 「新 しい金融制度について」では,利 用者の立場,国 際性,金 融秩序
の維持 とい う3つ の視点か ら従来の金融制度 を再検討 し,諸 外国 と同様に
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各業態の金融機関が幅広い相互参入(原 則として子会社方式による)を 行
うのが適当であると結論づけた。同報告書 を受けて1992年6月 にはいわゆ
る 「金融制度改革法」が成立 し,93年4月 からは,銀 行,信 託銀行,証 券
会社等が,業 態ごとに50%超 の株式 を保有す る子会社 を設立 して相互に参
入す ることが可能 となった。
金融機関の業務分野規制に加えて,各 業態の内部でも,参 入規制や店舗
規制 とい う形での追加的な競争制限的規制が行われてきたことにも注 目し
てお く必要があろう。例 えば,銀 行 を例にとると,都 市銀行,地 方銀行な
どの普通銀行は,大 蔵大臣から免許 を得て営業活動 を行っているが,戦 後
において大蔵省は新 たな銀行免許をごく例外的なケー スを除いて一切認め
てこなかった⑤。また,銀 行の店舗の設置は大蔵大臣の認可事項であ り,各
銀行に対 して新店舗 をどこに,ど れだけ認めるのかは,長 い間大蔵省の裁
量に任 されてきた⑥。さらに,預 金 などの金融商品については大蔵大臣への
届出が必要であ り,こ のため従来において大蔵省は革新的な金融商品を認
めない(あ るいは,そ の発売をできるだけ遅 らす)と いう形で競争 を制限
してきたのであるω。
次に,金 利に関しては高度経済成長期を通 じて預金金利 を中心に広範な
規制が実施 されてきた。 とりわけ,1947年 の 「臨時金利調整法」に基づ く
預金金利の規制は厳格 であり,市 場の実勢金利 を下回る低位に規制されて
きた一方,銀 行の資産サイ ドにおける貸出金利の規制は比較的緩やかであ
ったために,銀 行 は貸出金利 と預金金利 との間に手厚い利鞘を長い間に亘
って確保することができた。 しか し,1970年 代後半以降,次 第に預金金利
の自由化が進め られ,特 に80年 代後半に入 って,自 由化スピー ドは加速 し
た。 そして,1993年 には定期性預金の金利が完全に自由化 され,94年 には
流動性預金の金利 も(当 座預金を除いて)自 由化が完了 した。 この間,株
式売買の委託手数料については,1948年 の 「独 占禁止法」の適用除外 とし
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ての固定手数料制度が取 られ,こ れが戦後長い間に亘って証券会社の とっ
ての重要な収益源 となってきた。 しか し,1991年 から株式の委託手数料 自'
由化問題の検討が進め られ,94年 には10億 円を超 える大口取引について手
数料 自由化が実施 された。
さらに,内 外市場の分断規制については,1949年 の 「外国為替および外
国貿易管理法」(い わゆる外為法)に より,対 外的な資本取引は原則 として
禁止され,こ れによって上述 したような国内における業務分野規制,金 利
規制などの実効性が確保 されてきた。 しか し,73年 の変動為替相場制度へ
の移行 に伴い,自 由な国際的資本取引への要望が高 まってきたことか ら,
77年 以降為替管理が段階的に緩和され,80年 には全面的に改正 された新外
為法が施行されて,資 本取引は原則 自由へ と転換された。 さらに,84年 に
は 「日米円 ドル委員会報告書」が発表 され,つ れてユー ロ円取引などに関
する広範な自由化措置が実施 された。
以上でみたように,わ が国における従来の金融行政は,各 金融機関に対
してさまざまな競争制限的規制の網の 目をかけると同時に,も っとも弱い
とみなされる金融機関でも生き残れるだけの収益を保証することによって
金融機関の破綻を回避す るような形で行 われてきた。 これが,高 度経済成
長期に特徴的であったいわゆる 「護送船団行政」の内容である。 しか し,
そうした 「護送船団行政」は,1970年 代後半以降における金融の自由化 ・
国際化の下で,当 然のことながら変貌 を余儀無 くされてきた。すなわち,
さまざまな競争制限的規制の維持が次第に難 しくなったことによ り,各 金
融機関の間での競争はそれだけ強まり,他 の金融機関 との競争についてい
けない金融機関が出てきたか らである。その意味で文字通 りの 「護送船団
行政」は,す でにかなり前から崩れてきていたと認識される。実際に,大
蔵省が1971年 に預金保険制度を作ったのは,かつてのような文字通 りの「護
送船団行政」がいずれは維持で きな くなるとい うことをすでに当時におい
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て予感 していたからに他ならないであろう⑧。
ここで問題 となるのは,金 融の 自由化 ・国際化が進み,「 護送船団行政」
が次第に崩壊 してい く中で,金 融の規制 ・監督の枠組み 自体は,ほ とんど
旧態依然のまま残 されたことである。すでに述べたように「護送船団行政」
に替わるのが,「 市場規律をベース とした金融の規制・監督」であるならば,
金融の規制・監督の主体 もそれに対応 した ものに替 わらなければならない。
(3)改 革の方向性
ここでは金融の規制 ・監督の主体について,今 後 どの ような改革がなさ
れるべ きなのか,一 つの試論 として改革の方向性 を大胆に探 ってみる。
まず,第1・ には,大 蔵省の銀行局,証 券局,国 際金融局の3局 と証券取
引等監視委員会の機能 を統合 して,大 蔵省 とは独立の機構 としての 「金融
システム庁(FinancialSystemAgency)」(以 下,FSA)と す ることであ
る。このFSAの 基本的な機能としては,① 金融システムに関する企画 ・立
案,② 金融機関に対する健全経営規制(例 えば,自 己資本比率規制や リス
ク管理),③ 金融市場における不正取引規制 などが考 えられる。
FSAと いう新 たな規制 ・監督の主体 を考えるのは,何 よりも現在の大蔵
省の規制 ・監督体制が,従 来からの 「護送船団行政」と余 りに も深 く結び
付 いているか らである。つ まり,従 来の大蔵省の各局は,そ れぞれの管轄
する業界に対 してさまざまな規制 ・監督を行 うと同時に,そ の反面でそれ
ぞれの業界を保護 ・育成するとい う両面の役割 を果たしてきた。その結果,
金融機関は大蔵省に対 して 「おんぶに抱っこ」 と称 される状態に陥ってき
たといえよう。今後におけるわが国のプルーデ ンス政策が,「 市場規律」を
ベースとしたものに変わって行 くためには,こ れまでの規制 ・監督当局 と
金融機関双方の側において市場競争に関する哲学を変更することこそがま
ず必要なのである。その意味でFSAは,ま ず何 よりも各金融業界に対す る
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保護行政 とは峻別 されたものでなければならない。
FSAを 考えるもう一つの重要 なポイン トは,将 来において銀行,証 券,
信託,保 険などの業務分野の垣根が消滅 し,こ れ らの各業態の同質化が進
む と予想されることである。 したがって,従 来の大蔵省の ように 「省あっ
て局なし」 と称 される状態では対応できず,金 融サー ビス産業(financial
servicesindustries)全 体の視点か らリスク管理 を行 う主体 としてのFSA
が求められ るのである(9)。
第2に,中 央銀行である日本銀行については,や は り物価の安定を最終
目標 とした狭義の金融政策の運営に責任 を負 う主体 として位置付けること
である。そして,そ のために中央銀行 としての独立性を保証する形での「日
本銀行法」の改正を行 う必要があろう。 もちろん,日 本銀行は,中 央銀行
としての 「最後の貸 し手」機能や,決 済システムの運営管理,取 引先金融
機関のモニタリングといった機能 も果たす必要があるが,こ れ らの機能は,
日本銀行が独立 して果たす ものではな く,上 述 したFSAと の協力の下で,
そしてプルーデンス政策の最終的な責任はFSAが 負うという形で果たされ
るものであろう。なお,日 本銀行法25条 に基づ く日銀貸出(い わゆる日銀
特融)が,1995年9月 末時点ですでに9400億 円に達 していることに対 して
改めて警告 を発 してお く必要があろう働。
第3に,預 金保険機構は,破 綻金融機関の預金者に対す る預金の払い戻
しを行 う機関であると同時に,後 述するように経営危機に陥った金融機関
をあらか じめ定め られたルールに従 って処理するための機関 として位置付
けることである。 ここでの主たる狙いは,経 営危機に陥った金融機関 をで
きるだけ早い時点で処理す ることにより,預 金保険制度に伴 うモラル ・ハ
ザー ドの危険性 を減らすことである。また,預 金保険機構が,そ うした目
的を果たす上で十分に強力であるように,金 融機関に対する検査機能や,
破産管財人 としての機能などを付与する必要があろう。
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4.会 計 ル ール とデ ィス ク ロー ジ ャー
今 後 におけ るプルーデ ンス政策 が市場規律 をベ ー ス とした もの にな るた
め には,そ う した市場 規律 を働 かせ るための イン フラス トラクチャー とし
て,金 融機 関に適用 され る会 計 ルールや デ ィス クロー ジャーの制度 が,そ
れ に相 応 しい もの にな る必要 があ る。 ここでは,そ うした観 点か らみ た場
合 に,現 行 の会 計 ルールやデ ィス クロー ジャー に どの よ うな問題点が あ る
のか を検 討す る とともに,改 善の方 向 と して時価主義 会計(MarketValue
Accounting:MVA)の適用 範 囲 を拡大す るこ とを示 唆す る。
(1)会 計ル ール とデ ィスク ロージ ャーの現状
わが国の企業会計制度においては,金 融機関をも含めた企業に関する会
計は,① 株主に対する配当利益 を算定するための 「商法」会計,② 政府に
対 して納める税金の額を計算するための 「税法」会計(税 務会計),③ 投資
家などに対 して企業の経営内容に関する情報を提供す るための 「証券取引
法」会計の3つ か ら構成されている。そ して,こ れ ら3つ の 目的を異にす
る会計が,実 際には 「トライアングル体制」 と称 され るような極めて密接
な三位一体の関係にあるところに最大の特徴がある。ここで,市 場規律を
ベース としたプルーデンス政策が求める会計ルール とは,金 融機関の経営
内容に関す る正確な情報を株 主,債 権者,預 金者 などに提供するための も
のであるか ら,上 記の3つ の中では,「 証券取引法」会計 と最 も類似 した性
格のもの といえよう。 しか し,わ が国の現状では,「証券取引法」会計 も,
トライアングル体制の制約の中で,投 資家などに対 して企業の経営内容に
関す る正確な情報を提供するという目的 を必ず しも十分には果たし得てい
ないとい う問題点がある(日 本銀行金融研究所 〔9〕)。
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す なわち,現 行のわが国の会計ルールでは,さ まざまな資産評価の基準
として原則的には取得原価 を基準とする取得原価主義会計(HistoricalCost
Accounting:HCA)が 採用 されてお り,こ れに加えて一部で低価法が採用
されている。こうしたルールは,さ まざまな金融商品についても概ね共通
であり,例 えば,① 投資有価証券(国 債等)は 低価法または原価法(金 融
機関の多 くは原価法を採用),同(転 換社債・株式等)は 低価法,② 商品有
価証券のうち上場債 は低価法,非 上場債は低価法 または原価法,③ 特金 ・
ファン トラは原則 として投資有価証券 と同じ,と なっている。したがって,
金融機関の資産 ・負債について も,会 計上の評価額 と市場価値 との問にし
ばしば大 きな乖離が生 じている。。また,利 益計算については,原 則 として
決済され るまで利益が計上されないとい う意味での実現主義が とられてい
るために,会 計上の利益 と金融機関の実態的な利益 とは,や はりしば しば
大 きな乖離 を生 じることになる。 このため,現 行の会計ルールでは,金 融
機関の損益の実態が,公 表される財務諸表に必ず しも反映されていないと
いう問題点がある。例えば,金 融機関が保有す る有価証券については,含
み益や含み損が頻繁に発生 し,そ れらを利用 した利益操作が行 われやすい
ことが一般的に指摘されてい る。 また,最 近では金利先物,ス ワップ,オ
プションなどのデ リバティブ取引が盛んに行 われるようになってきている
が,こ れらの取引による損益の実態は,時 価評価 を基準にしないと把握 で
きないことも一般的に認識 されている。わが国では,1990年 の新外為経理
基準により,先 物為替,通 貨先物,通 貨オプションなどの外国為替関連商
品についてMVAが 採用 されたが,そ れ ら以外の金融商品については依然
としてHCAが 維持 されている。デ リバティブ取引の増大につれて,こ うし
たわが国の会計制度の問題点は次第に深刻化 しつつあるといえよう。
次に,金 融機関による会計情報のディスクロージャーについて現状をみ
ると,全 国銀行協会連合会が1987年 に 「ディスクロージャーに関する統一
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開示基準」を制定 してお り,全 国銀行(都 市銀行,地 方銀行,第 二地方銀
行協会加盟銀行,長 期信用銀行,信 託銀行)は,こ れに沿った情報開示 を
行 っているが,こ れ までの ところオンバランス,オ フバランス取引 ともに
情報開示の範囲は次のように限られている(ll)。
まず,有 価証券については,商 品有価証券と投資有価証券に区分 したう
えで時価 と評価損益が開示されているが,特 金 ・ファン トラについての時
価情報は開示 されていない。また,オ フバ ランス取引については,客 観的
な相場のある上場先物 ・オプション取引の時価情報等に開示は限定されて
お り,ス ワップなどの店頭取引についての開示は遅れてきた。 もっとも,
金融制度調査会 ・金融機関のディスクロー ジャーに関する作業部会では,
1995年5月 に 「金融機関のデ リバティブ取引の情報開示について」 と題す
る報告書をまとめ,開 示すべ き取引の範囲をデ リバティブ商品全般に拡大
す るとともに,ト レーディング勘定 については,デ リバティブを含むすべ
ての金融商品の時価 ないしは公正価値(fairvalue)を 開示する方向性が打
ち出されている。
このほか,金 融機関の保有す る不良資産の額について従来公表されてき
たのは,都 市銀行,長 期信用銀行,信 託銀行の3業 態について①破綻先向
け債権 と②6か 月以上の金利延滞債権の合計額,ま た地方銀行や第二地方
銀行協会加盟銀行については①のみの金額 であった働 。
不良資産の内容についてのこれ以上の情報は,大蔵省や 日本銀行が検査・
考査や特別の ヒア リングを通 じて集め る以外にな く,ま たそ うした形で集
められた情報は,原 則 として金融監督当局のみによって利用されてきたと
いえよう。この ように金融機関の経営状態に関する重要な情報を監督当局
のみが利用するとい うや り方は,従 来の 「護送船団方式」 とは整合的であ
ったといえようが,市 場規律 をベースとし元プルーデンス政策 とは矛盾す
るのであ り,今 後は 「一般への情報開示(publicdisclosure)」 を重視 して
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い く必要 があ ろ う㈹ 。
(2)時 価主義会計(MVA)の 適用範囲拡大
市場規律 をベー スとしたプルーデンス政策の観点から今後におけ るわが
国の会計ルールとディスクロージャーの在 り方を考えてみ ると,基 本的に
はMVAの 適用範囲を拡大 していくことが必要 であろ う。なぜならば,金
融機関の経営の実態を正確に把握す るためには,オ ンバランス,オ フバ ラ
ンスを統合 した資産 ・負債の時価評価 に関する情報 をできるだけ増や して,
それによって金融機関の正味資産(networth)の 状況 を知る必要があるか
らである(Mondschean〔15〕)。
時価主義会計の適用範囲を拡大す る場合,第1段 階は時価情報に関す る
ディスクロー ジャーの充実,第2段 階で会計ルール 自体のMVAへ の変更
ということになろう。 まず,時 価情報に関するディスクロー ジャー を充実
させ ることにより,2つ の効果が期待 されよう。第1は,そ うした情報に
基づいて株主や債権者,預 金者な どが金融機関 を選別するようになる効果
であ り,こ れが市場規律による金融機関経営への 「フィー ドバ ック効果」
である。第2は,金 融機関の経営者が,デ ィスクロー ジャーの 「フィー ド
バ ック効果」 をあらかじめ考慮:に入れた節度のある行動 をとるようになる
効果であ り,こ れは 「フィー ド・フォワー ド効果」 と呼ばれる。
ここで時価情報のディスクロージャーに当たっては,必 ず しも一般の預
金者にとって理解可能な程度にまでやさしくす る必要はなかろう個 。なぜ
ならば,金 融機関の経営実態に関する情報 をどれだけ豊富に流そうとも,
おそらく一般の預金者にとってある金融機関の倒産の確率 を判断すること
は非常に難 しいことと考えられるからである。むしろ,格 付け機関アナ リ
ス トや証券アナ リス ト(あ るいは銀行アナ リス ト)の ような専門家の分析
にとって役に立つような情報のディスクロージャー.を行い,専 門家が例 え
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ば格付け符号の ような誰にでもわか る単純なサインによって,金 融機関の
経営実態に関す る情報を預金者に与えるということが考 えられよう。従来
においても,こ れらの専門家たちは,財 務諸表の本体 と注記 とい う形で公
表 された情報をもとに,金 融機関の経営実態 をある程度正確に把握できた
と推察 されるが,今 後において時価情報のディスクロージャーが進むこと
により,専 門家たちの分析が向上することが期待 されよう。
次に,会 計ルール自体へのMVAの 適用範囲拡大であるが,そ の主 たる
目的は,金 融機関の正味資産(networth)を 正確に把握することである。
後述す るように金融機関の経営が危機に陥った場合,で きるだけ早い時点
で対策 を講 じることが結果 として処理費用の負担 を小 さくすると期待 され
るのであるが,そ のためには金融機関の 自己資本のレベルをできるだけ客
観的に把握 し,自o資 本のレベルに応 じた対応策 を準備 してい く必要があ
る。そして,自 己資本のレベ ルを客観的にとらえるためには,金 融機関の
資産 ・負債のできるだけ多 くの部分 を時価評価 して含み益や含み損 を表面
に出 してしまうことが必要 なのである。
ここで,時 価情報のディスクロージャーのみによっても,金 融機関の 自
己資本の状態 を把握できるのではないか との議論はあ りえようが,金 融機
関の破綻処理ルールを自己資本のレベルに依存 した もの とするためには,
自己資本の計算自体 もまた客観的なルールとして認められた ものとしてお
く必要があろう。
最後に会計ルールの設定主体について付記 しておこう。現在わが国の会
計基準設定主体 は,企 業会計審議会であ り,大 蔵省証券局の管轄 となって
いる。 この ように金融機関 をも含めて企業会計基準の設定主体が,証 券局
に属 しているということが,銀 行局の管轄下にある銀行等の会計ルールの
変更に とって調整の難 しい問題となってきていた と考えられ る。 また,上
述 したような 「トライアングル体制」の下では,投 資家への情報提供 を目
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的 とする 「証券取引法」会計 といえども,「税法」への配慮(つ まり,大 蔵
省主税局や国税庁への配慮)な しには容易には変更できないという事情に
あった ともみ られる。 したがって,も し将来において先に提示 したような
形での新 たな金融規制 ・監督の体制を考えるとするならば,そ こでは上述
したFASが,プ ルーデンス政策の観点から金融機関に関する会計基準を設
定す る主体 とな り,「税法」会計 とは別個の,も っぱら投資家への情報提供
を狙いとした会計ルールを設定す ることが構想されるのである。
5.金 融機関の破綻処理ル ール と早期是正措置
もしある金融機関が経営困難な状況に陥ったならば,そ の金融機関をで
きるだけ早 く処理するための客観的なルールが必要 である。 そうした金融
機関 を放置す るならば,起 死回生 を狙ったギャンブル的な行動によ り不良
資産 をいたず らに膨らまして しまう危険性が高いことは,国 内海外のいず
れにおいても,'これまでにみ られた幾つかの破綻事例か ら明らかであろう。
以下では,わ が国の金融機関の破綻処理手続 きが どのようになっているの
か,ま た実際に どのような形で破綻金融機関が処理 されてきたのか,に つ
いて概観す るとともに,今 後における改善の方向性を検討する。
(1)わ が国の金融機関の破綻処理手続 き
わが国の株式会社形態の金融機関(例 えば,「 銀行法」によって免許を受
けた銀行や,「 長期信用銀行法」によって免許 を受けた長期信用銀行)の 倒
産手続 きとしては,一 般の事業会社の場合 と同様 に,「破産法」,「和議法」,
「会社更生法」に加えて,「商法」上の会社整理に関する規定,特 別清算に
関する規定の5種 類がある。 また,大 蔵大臣により免許の取消を受けた金
融機関の解散 ・清算手続 きの開始については,設 立根拠法 としての 「銀行
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法」などの定め(例 えば,業 務停止命令や免許取消処分)に も服するし,
預金者保護を目的とした預金保険金の支払いなどに関しては,「預金保険法」
の適用 も受けることになる。
さらに,破 綻の恐れがある金融機関を健全 な金融機関が吸収合併するケ
ースをも含めて広義の破綻処理手続 きを考 えると,こ の場合に も,基 本的
には 「商法」上 の合併に関す る手続 きが適用されるが,そ れに加えて 「銀
行法」上の特則や,異 種の金融機関合併について定めた 「金融機関の合併
及び転換に関す る法律(合 併転換法)」に も従 う。 さらに,破 綻金融機関 を
救済するための合併等 を容易にするための大蔵大臣による合併の斡旋や,
「預金保険法」に定められた預金保険機構 による資金援助に関する規定 も適
用 され る。
この ように,わ が国の金融機関破綻処理に関する法律は極めて複雑な構
造 となっているのが実情である。上記の ような広義の金融機関破綻処理手
続 きを整理す ると,一 応3つ の類型に区分 される。すなわち,① 破綻金融
機関を閉鎖 し財産を分配する清算型手続 き,② 破綻金融機関を維持,再 建
す る再建型手続 き,③ 破綻金融機関の債権債務 を他の健全 な先に継承 させ
ることとなる合併 ・営業譲渡など,の3類 型である。なお,「預金保険法」
による保険金の支払いは,預 金 などの払い戻 しの停止や,銀 行免許の取消,
破産宣告などを契機 に行われるが,そ れ 自体は金融機関の破産処理を目的
とするものではないので,上 記3類 型の諸手続きとは独立に発動され るこ
とになる。
これら3つ の破綻処理手続 きには,上 記のさまざまな関連法律が適用さ
れ ることになるが,問 題はそれらが一元的な金融機関破綻処理の体系とは
必ずしもなっていないことである。具体的には,① それぞれの手続き開始
原因が異なる点,② それぞれの手続 き開始の申し立て権利者,決 定権者が
異なる点,③ それぞれの手続 きの相互乗 り入れあるいは並存がありうる点,
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などが指摘 されている。すなわち,① 手続 きの開始原因については,「銀行
法」上の免許取 り消 し処分は,「 商法」上の清算や,預 金保険金の支払い手
続きと連動 しているが,そ の前段階である業務停止命令は,必 ず しも破産;
会社更生,預 金保険金支払いの各手続 き原因とはならないとされている。
したがって,大 蔵省による処分が開始されたとして も,そ れによって必ず
しも倒産手続 きや預金保険による支払い手続 きが同時に開始され るわけで
はないのである。次に,② 手続 き開始の申し立て権利者,決 定権者につい
ては,破 産,会 社更生手続きは,債 権者や破綻銀行 ・利害関係人の申し立
てにより起動 し,裁 判所が手続 き開始を決定するのに対 して,「銀行法」上
の業務停止命令や免許取 り消 し処分は,大 蔵大臣によりなされる。また,
合併等による預金保険機構からの資金援助は,大 蔵大 臣による適格性の認
定を経て実施されるが,そ の前提 としての合併 自体は当事者でる関係銀行
の合意に基づ くものである。 さらに,③ それぞれの手続き相互の関係につ
いては,一 旦ある手続きが開始 されたとしても,他 の手続 きに移行 した り,
あるいは他の手続 きと並存することがあ りうる。例えば,「 銀行法」上の業
務停止命令が出された段階でも,破 産,会 社更生手続 きの申し立てや開始
は妨 げられない。一方,会 社更生手続 きが開始 された場合 にも,大 蔵大臣
による業務停止命令や免許取 り消 し処分がなされ うると考 えられるのであ
る。
さて,わ が国では従来において経営危機に陥った金融機関は,実 際上ど
のように処理 されてきたのであろうか。すでに述べたような 「護送船団行
政」の下でも,幾 つかの金融機関は放漫経営などにより経営危機に陥った
のであるが,そ うした場合には,監 督官庁 としての大蔵省銀行局が,当 該
経営者の責任 を追及 して退陣させ る一方で,当 該金融機関 と関連のある他
の金融機関に合併 させる形で問題解決を図ってきた。 したがって,問 題金
融機関をどの時点で,ど のような形で処理するのかは,ま さにケース ・バ
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イ ・ケースであ り,大 蔵省の元幹部 とみ られる境 〔8〕が迫真力を持って
描 き出したように,問 題先金融機関や引受け先候補の金融機関との極秘裏
の交渉を通 じて,案 件 を巧みに処理す ることが,大 蔵官僚 としての 「金融
行政手腕」の発揮の場であったといえよう。大蔵省によるこうした伝統的
な金融機関の破綻処理方法は,ご く最近まで継承されてきてお り,例 えば,
預金保険制度による資金援助を利用す る形で数多 くの問題先金融機関を他
の金融機関により吸収合併させてきたことは,周 知の通 りである㈹
しか し,1990年 代前半に入ってからのバブル崩壊に伴い金融機関の不良
債権が急増 してきた状況下では,大 蔵省による問題先金融機関処理への個
別対応方式が,次 第に限界に近付 いてきているのは否めない。おそらく伝
統的な個別対応方式は,問 題先金融機関が例外的な一部の放漫経営先に止
まっている限 りにおいて有効な処理方式であり,わ が国の金融機関の多 く
が不良債権の重圧に苦 しんでいる現状では,も はや通用 しないのである。
そして,伝 統的な個別処理方式に固執 してきたことが,結 果 として問題先
金融機関の処理を遅 らせ,い たず らに不良債権残高を膨 らませ る事態を招
いた といえよう。
(2>金 融機関の破綻処理手続 きの整備 と早期是正措置
わが国におけ る金融機関の破綻処理手続 きは極めて複雑 なものであ り,
将来的には一元的な 「金融機関破綻処理法」 を制定す ることに より,金 融
機関の破綻ルールを明確にしていく必要があろう。 しかし,そ うした立法
化については,法 律専門家の手を煩わす以外にはないので,こ こでは今後
においてわが国の金融機関の破綻処理手続 きの在 り方 を考 える場合に,主
としてどのような点に着 目する必要があるのかに限って論 じることとした
い 。
第1は,経 営困難に陥っている(そ して近 い将来において破綻する危険
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性のある)金 融機関に対 して,で きるだけ早い時点で経営改善 を求めるた
めの客観的なルールを設定することである㈹ 。
これは,米 国の 「預金保険公社改善法」(FDICIA)に 盛 り込まれた考 え
方を参考 としている(日本銀行信用機構局〔10〕)。FDICIAで は,連 邦預金
保険公社(FDIC)加 盟金融機関を自己資本の充実度に応 じて5つ のグルー
プ(充 実,適 正,未 達,大 幅未達,危 機的未達)に 分類 し,金 融機関がど
のグループに属するかによって業務に対する規制等に差を設けるとともに,
程度の異なった 「早期是正措置(promptcorrectiveaction)」 を適用する
こととした。すなわち,「充実(wellcapitalized)」,「 適正(adequately
capitalizes)」グループに分類された金融機関に対 しては,金融監督当局(商
業銀行の場合,連 邦免許であればOCC,州 免許であれば州銀行当局)は,
原則 として自由な営業活動 を認め る。 しか し,「未達(undercapitalized)」
のグループに分類 された金融機関に対 しては,頻繁 なモニタリングの実施,
自己資本再建計画提 出の義務付け,総 資産の拡大禁止などの措置が取 られ,
さらに 「大幅未達(significantlyundercapitalizes)」 のグループに分類さ
れれば,増 資 ・合併等による自己資本再建の義務付け,一 部業務の変更 ・
削減 ・中止の義務付け,預 金金利水準の制限,子 会社の売却ないし清算の
義務付けなどの措置が取 られる。このように,金 融機関の経営状態の良否
を自己資本のレベル という客観的な指標によって判断 し,そ れに応 じて金
融規制 ・監督の強度を変えていくところに 「早期是正措置」の最:大の特徴
がある。
わが国における将来のプルーデンス政策の在 り方 と関連付けるならば,
新たな金融規制・監督当局 としてのFSAは,預 金保険制度に加盟 している
金融機関の 自己資本のレベルを,す でに4.で 議論 したようなMVAを ベ
ース とした会計ルールに よって測定するように求め られる。そして,そ れ
ぞれの金融機関を自己資本 レベルに応 じてグループ分けす るとともに,自
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己資本レベルが不十分 な金融機関のグループに対 して 「早期是正措置」を
求めていくことが構想されるのである。 ここで注意すべ きなのは,あ る一
時点での 自己資本比率のレベルにのみ着 目するのではな く,そ れが近 い将
来においてどの程度変動するのか(そ して,自 己資本比率がマイナスにな
る危険性が どの程度あるのか)に ついて着 目すべ き点である。言い換えれ
ば,FSAは,金 融機関の全体の リスク管理に責任 を負 う主体 として,市 場
環境の変化に対 して金融機関の経営が どの程度強靱(robust)で あるのかに
ついて,常 に注意を払わなければならない。
第2は,金 融機関の破綻手続 きの開始に関する客観的なルールを設定す
ることである。上記のような 「早期是正措置」に もかかわらず,自 己資本
レベルが改善 されずマイナスに落 ち込んだ(す なわち,債 務超過状態に陥
った)金 融機関に対 しては,自 動的に当該金融機関の破綻処理手続 きが開
始されるようにすることであ る。
再びFDICIAに 戻 ると,そ こでは監督当局は,「危機的未達(critically
undercapitalized)」 のグループに分類された金融機関を原則として閉鎖す
ることが義務付け られている。これは,金 融監督当局が債務超過に陥った
金融機関を裁量によっていつ までも延命させ,結 果 として倒産処理のコス
トが高い ものにつ くという事態 を回避す ることを狙いとしている。FDICに
よる破綻処理方法をみると,当 該金融機関が免許当局によって閉鎖され,
FDICが 破産管財人(receiver)に 任命された場合には,FDICは,① 預金
者に対する保険金の直接支払い(payoff),② 保険対象預金 を健全機関へ移
転 したあ と,残 余資産 ・負債 を清算,③ 健全機関による破綻機関の資産 ・
負債の承継(purchaseandassumption),の いずれかを行 うことになる。
また,FDICは,当 該金融機関を閉鎖することな く,④ 直接の資金援助によ
る自立再建,⑤ 健全金融機関 との合併を支援するための資金援助,を 行 う
こともある。いずれにせよFDICIAで は,金 融機関の破綻処理方法 として
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原則 として もっともコス トの少ない処理方法を選ぶことをFDICに 義務付
けている点に注 目する必要があろう。
第3は,わ が国の預金保険機構(以 下,DIC)を 金融機関の破綻処理機関
として強化することである。DICを 強化するという場合,預 金保 険料率の
引上げにより,DICの 責任準備金残高を増や して,預 金保険金の払い戻 し
や資金援助に必要な資金 を十分に確保 してお くということと受け取 られが
ちである('η。 しか し,池 尾 〔1〕の指摘するように,「 早期是正措置がきっ
ちりと実施されるような体制になれば,預 金保険制度は原理的にはいらな
くなる」(p.170)の であ り,少 な くとも責任準備金残高の規模 としてはDIC
をそれほど大 きなものとする必要はなかろう。 したがって,こ こで強調 し
ておきたいのは,金 融機関の破綻処理に実際に当たる専門機関としてのDIC
の強化 ということである。すなわち,破 綻 した金融機関の預金者に対 して
預金の払い戻 しを実際に行 うとい う仕事に加えて,破 綻金融機関の破産管
財人として,債 権の取 り立てを行 う一方で,破 綻金融機関に対す る債権者
の手によって財産が殿損されるのを防ぎ,最 終的には破綻金融機関の清算
や他の金融機関 との合併 ・譲渡などにより問題 を処理す る仕事である。 こ
うした破産管財人としての役割をDICが 十分に果たしてこそ,金 融機関の
破綻処理 コス トを節約 し,DIC資 金 自体の積み上げの必要性 を減 らし,ひ
いてはいわゆる公的資金導入の必要性 を減 らすことになるのである(18)。
《注》
(1)グ リー ンスパン米国連邦制度理事会議長は,1993年 のシカゴ連銀 コンファ
ランスにおいて 「銀行破綻の最適度合いはゼロではない」こ とを強調 したが,
その主旨は,も し銀行破綻 をゼロにす ることを目的 とした過度の規制 ・監督
が行われるならば,金 融機関の本来の機能であるリスク ・テー キングが十分
には果たされなくなる危険性のあることを警告するところにあった(黒 田〔7〕)。
しか し,わ が国におけるバブル期の経験は,金 融機関 を破綻させないという
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金融行政のや り方が,金 融機関の野放図な リスク ・テーキングを許すこ とに
なるとい う逆の危険性 もあることを示唆 しているといえよう。
(2)こ こで,決 済手段 としては,必 ず しも元本 を保証 された預金に限る必要は
な く,市 場価値の変動する投資信託型の金融商品で もよいはずであるとの議
論 もあ りえよ う(Goodhart〔13〕,翁 〔3〕)。実際に,将 来においては,預 金
商品の内容が変化 して預金 と市場価値の変動す る投資信託型の金融商品 との
差は次第に無 くなってい くこと('あ るいは,伝 統的 な預金のシェアが次第に
低下 してい くこと)を 予想する向きも少 なくない。
ここでは元本保証 の預金 を中心 とした決済システムが存在す るとい う前提
で,以 下の議論 を進めてい くが,も し市場価値連動型の投資信託 を中心 とし
た決済 システムに移行するならば,銀 行取 り付けの問題は回避 され ることに
なるので,当 然のこ となが ら預金保 険制度は不要 となろうし,預 金保険制度
の存在に伴 うモラル ・ハザー ドの問題 も解消 されよう。言い換えれば,そ う
した新たな決済 システムにおいては,一 般の家計(個 人)や 企業が,自 らの
責任で市場価値変動の リスクに対処す ることが求め られるのである。
(3)こ のほか,郵 便局 と簡易保険は,郵 政省の貯金局 と簡易保険局 とが,そ れ
ぞれ所管 している。 また,公 的年金(厚 生年金,国 民年金,共 済年金)は,
厚生省の所管である。
(4)農 業協同組合 と漁業協同組合は,「 農水産業協 同組合貯金保険機構」と呼ば
れる別組織の保 険機構に加盟 している。
(5)1956年 の沖縄銀行への銀行免許を最後に,銀 行免許を受けた本邦銀行は長
い間存在 しなかった(堀 内 〔11〕p.308)。 銀行への参 入規制がいかに徹底 し
たものであったのかは,そ の唯一の例外が,1995年 に入って東京協和信用組
合 と安全信用組合の破綻処理のために設立 された東京共同銀行 に対する銀行
免許 であることによって理解 されよう。
(6)も っとも,大 蔵省銀行局による1995年 度の店舗通達 「金融機 関の店舗設置
等の取扱いにつ いて」では,都 市銀行,長 期信用銀行,信 託銀行に対す る新
設店舗の設置枠が撤廃 されたため,店 舗に関する量的規制 はな くなった。 し
か し,店 舗の配置などに関 しては,依 然 として大蔵省による細かな指導がな
されている。 また,こ うした通達が存在するこ と自体が,大 蔵省による競争
制限的規制の強 さを物語っているといえよ う。
(7)も っとも,大 蔵省銀行局 による1995年9月 の通達 「預金,貯 金及び定期積
金の商品性及びその取扱いについて」では,預 金などの商品設計について元
本保証 を前提 とした上 で,こ れまでに行 われてきた新商品発売にあたっての
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事前届出は廃止された。 この通達 が文字通 り実施 されるならば,預 金の商品
設計は各金融機関の自主的な経営判断に委ねられるこ とにな り,「市場規律」
の働 く環境に向けての一歩前進 となることが期待 されよう。
(8)境 〔8〕 では,す でに1960年 以前において,大 蔵省の若手官僚 として,預
金保険制度の導入 と金融機関の破綻処理の在 り方について次のような議論 を
したことが記 されてい る。
「…アメ リカのような預金保 険制度の導入 を研究す るこ とも必要 でしょう。
こうした制度面で万端の用意が ととのったところで,経 済原則や 自己責任原
則に立 ち返 ってスジをとおす,金 融機関がつぶれてもやむをえない,預 金者
に多少の影響 があって もやむをえない,と こうい うシナ リオになるのでない
で しょうか」
⑨ わが国における金融の規制 ・監督体制 を新 たに考える場合,現 在 は都道府
県の監督下にある信用組合や,そ れぞれ大蔵省 と労働省,農 林水産省 との共
営になっている労働金庫,農 林系統金融機関の取扱いが問題 となろうが,こ
れ らがいずれ も民間の金融機関である以上,原 則としてFSAに よる規制 ・監
督の下にお くことにより,も っともすっきりした体制 となろう。
また,同 時に郵便局や政府系金融機関 などか ら構成 される現在の公的金融
を将来的には どのように管理運営 してい くのか という問題 も当然絡んで来 る。
ここでは紙幅の制約 もあって詳述 はできないが,大 雑把な考え方 を整理すれ
ば次の ようになろ う。
① 郵便局については,「 市場規律」の働 く環境の下において も民間金融機関
が提供 できない(例 えば,山 間僻地での)金 融サー ビスを提供するための
機関 として位置付ける。そ うした考 え方に応 じて,① 店舗(例 えば,人 口
5万 人以下の市町村に限定),② 金融商品(民 間金融機関の提供する商品の
対応商品に限定),③ 金利(民 間金融機関の提供する対応商品の金利 一α<
信用 リスク相当分 〉)な どの制限 を設ける。
② 政府系金融機関につ いては,「 市場規律」の働 く環境の下においても民間
金融機関が貸出を行 えない分野(例 えば,リ スクの大 きい長期プロジェク
ト)に 対する融資機関 として位置付け る。そ うした考え方に応 じて,国 会
によって定め られた運用(貸 出)計 画 を前提 として,そ のために必要な資
金は各金融機関が政府保証債を発行す ることによって調達することとする。
③ 資金運用部は廃止 し,郵 便局の資金運用はすべて国債や政府保証債に対
す るもの とす る。なお,郵 便局は引き続き郵政省,政 府系金融機関は機構
改編後の大蔵省 の所管 とす る。
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(1① 日本銀行が 「最後の貸 し手」 としての機能 を果たす場合,そ の 目的は決済
システムの健全性 ・安定性 を維持す ることである。 したがって,日 本銀行貸
出は,基 本的には一時的な流動性不足(illiquidity)に 陥った金融機関を救 う
ために使 われ るべ きであ り,す でに支払い不能(insolvency)に 陥 った金融機
関 を救 うためには使 われるべ きではない。言い換 えれば,日 本銀行 を債務超
過に陥 った破綻金融機関の 「救済機関」 と化 してはならないのである。
(r)「 銀行法」21条 には,業 務お よび財産の状況に関する事項 を記載 した説明
書類 を営業所に配置す ることを求め るディスクロー ジャー規定がある。 しか
し,同 項の但 し書きには,「信用秩序 を損なうおそれのある事項,預 金者その
他の取引者の秘密 を害するおそれのある事項及び銀行の業務の遂行上不 当な
不利益 を与 えるおそれのあ る事項」につ いては,デ ィスクロージャー誌に開
示 しな くてもよいとしてい る。 もっとも,金 融機関の中には,例 えば三菱銀
行 〔12〕のように一般の投資家向けのディスクロー ジャー誌 を毎年公表 し,
その中で不良資産の詳細やそれに対する対応状況を含めて,経 営の内容 をで
きるだけわか りやす く解説 しようとしている ところもある。
(12金 融制度調査会金融 システム安定化委員会(以 下,金 制)〔5〕 では,1996
年3月 期から地方銀行に対 して一律に延滞債権の開示を,ま た一定規模 以上
の信用金庫については破綻先債権の開示 を行 うよ う促す としているが,仮 に
その通 りのデ ィスクロージャーが行 われたとして も依然 として不十分 な状態
であることには変わ りない。
(13)わ が国の銀行 によるディス クロー ジャー誌 としてもっとも進んでいると思
われる三菱銀行 〔12〕のレt一 トでは,通 常の破綻先債権 と延滞先債権 の情
報に加 えて,米 国SEC基 準での,未 収利息不計上貸出金や リス トラクチ ャー
ド貸出金についての情報 も記載 している。他の銀行 も,で きるだけ早 く同様
のディスクロージャーをすべ きであろう。
(14)ち なみに,米 国のSECは,有 価証券報告書の読者層は「相 当に洗練 された
投資家(sophisticatedinvestor)」 である旨の意見を表明 している。
㈲ 預金保険制度による資金援助 を利用した破綻金融機関の処理事例 としては,
次のよ うな ものがある。
①1992年4月 東邦相互銀行(本 社,愛 媛県)を 吸収合併する伊予銀行(本
社,愛 媛県)に 対 して預金保 険機構(以 下,DIC)よ り80億 円の資金貸付(期
間5年)を 実施。同時に第二地方銀行協会 より10億 円の支援融資を実施。
②1992年10月 東洋信用金庫(本 社,大 阪府)を 吸収合併する三和銀行(本
社,大 阪府)に 対 してDICよ り200億 円の金銭贈与 を実施。同時に,日 本興
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薬銀行 より約550億 円,全 国信用金庫連合会より約70億 円の資金援助を実施。
東洋信用金庫は,.30店 舗の うち25店 舗 を府下の信用金庫 に事業譲渡。
③1993年10月 釜石信用金庫(本 社,岩 手県)の 事業譲渡先 としての岩手
銀行(本 社,岩 手県)に 対 してDICよ り260億 円の金銭贈与 を実施。釜石信
用金庫は清算 された。
④1993年11月 大阪府民信用組合(本 社,大 阪府)を 吸収合併 した信用組
合大阪弘容(本 社,大 阪府)に 対 してDICよ り190億 円の金銭贈与を実施。
同時に大阪府は,100億 円(期 間15年)の 低利融資を実施。
⑤1995年1月 東京協和信用組合,安 全信用組合(本 社,い ずれ も東京)
の事業 を引 き継 ぐ新銀行 として東京共同銀行 を設立 し,当初 資本金は214.95
億円(日 本銀行200億 円,住 友銀行9億 円,全 国信用組合連合会5.95億 円)。
同年3月,東 京共同銀行 は,民 間金融機関か らの増資を受けるとともに,
DICよ り400億 円の金銭贈与。
⑥1995年3月 信用組合岐阜.商銀(本 社,岐 阜県)を 吸収合併 した信用組
合関西興銀(本 社,大 阪府)に 対 してDICよ り25億 円の金銭贈与。
⑦1995年7月 友愛信用組合(本 社,神 奈川県)の 事業譲渡 を受けた神奈
川県労働金庫に対 してDICよ り28億 円の金銭贈与。友愛信用組合は神奈川
県信用組合協会に対 して不良債権 を時価 で譲渡。同労金 と同協会に対 して,
横浜銀行48億 円,神 奈川県21億 円などの関係機関による支援実施。
⑧1995年8月 一部業務停止命令 を受けたコスモ信用組合(本 社,東 京)
の処理スキームを東京都が発表。事業譲渡先 としての東京共同銀行 に対 し
て,DICが 約1100億 円の資金援助,日 本銀行 が1000億 円(期 間10年)の 低
利融資,全 国信用組合連合会が180億 円の贈与を行 う予定。
⑨1995年8月 大蔵省が兵庫銀行(本 店,兵 庫県)の 破綻処理策 を発表。
兵庫銀行 は清算 ・消滅させ,新 たに民間出資を基本 とす る新銀行 「みどり
銀行」(資 本金約800億 円)を96年1月 に設立 して,兵 庫銀行 より営業譲渡
を行 う方針。 回収不能見込み額は約7900億 円あ り,自 己資本1600億 円控除
後の不足額はDICの 資金援助4000億 円強などにより賄 う予定。
⑩1995年8月 大阪府が木津信用組合(本 社,大 阪府)に 対 して業務停止
命令 を発動(30日)。 預金取 り付けの事態 とな り,全 国信用組合連合会およ
び 日本銀行 より9月1日 までに合計4290億 円の融資を実行。回収不能見込
み債権は約8500億 円(同 年10月 末時点での推計)あ り,出 資金控除後の不
足額は,DICの 資金援助約5000億 円などにより賄われる予定。
Gs金 制 〔5〕では,「 金融機関経営の健全性確保のための早期是正 と破綻処理
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手続 きの早期開始」 を提唱 してお り,こ れは報告書の中でもっとも評価で き
る点である。
(切 金制 〔5〕では,「 預金保 険料率の引上げ及びつなぎ資金 としての日本銀行
からの借入枠の拡大 を早急に実施する必要がある」 としている。
㈹ 民間銀行の提供す る預金 を中心 とした決済システムの健全性 ・安定性 を維
持す るためには,ど うして も公的性格 をもった預 金保険制度が必要であ り,
そ うした意味での預金保険制度を守るための コス トとして公的資金の導入が
必要になる。しか し,公 的資金の導入によって,預 金保険制度によるモラル ・
ハザー ドを助長 してはならないのであ り,当 然の ことなが ら,破 綻金融機関
の経営者責任は厳 しく追及する必要がある。
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